
 

 

神戸市マンション管理の適正化の推進に関する要綱 

 

令和２年 12 月 22 日 建築住宅局長決定 

令和 5 年 4 月 1 日 最 終 改 正  

 

 

（目的） 

第 1 条 この要綱は、神戸市(以下「市」という。)の区域内(以下「市内」という。)のマンションの管理

状況を把握し、状況に応じた支援へ繋げる届出及び、管理状況を市場が評価できる情報開示により、管理

組合自らの適正管理への取り組みを促進し、マンション管理の適正化を推進するとともに、良質なマン

ションストックの形成を図り、住環境の向上に資することを目的とする。 

（定義） 

第 2 条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) マンション マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成 12 年法律第 149 号。以下「マン

ション管理適正化法」という。）第 2 条第 1 号に規定するマンションをいう。 

(2) 区分所有者等 適正化法第 2 条第 2 号に規定するマンションの区分所有者等をいう。 

(3) 管理組合 マンション管理適正化法第 2 条第 3 号に規定する団体又は法人をいう。 

(4) 管理者等 マンション管理適正化法第 2 条第 4 号に規定する管理者等をいう。 

(5) 管理事務 マンション管理適正化法第 2 条第 6 号に規定する管理事務をいう。 

(6) 管理業者 マンション管理適正化法第 2 条第 8 号に規定するマンション管理業者をいう。 

(7) 代表者等 次に掲げるものをいう。 

 イ 管理者等 

 ロ 区分所有者（管理者等を選任していないマンションに限る） 

(8）管理規約等 建物の区分所有等に関する法律（昭和 37 年法律第 69 号。以下「区分所有法」という。）

第 30 条第 1 項及び第 2 項に規定する規約並びに規約に基づき定める細則等をいう。 

(9）設計図書 マンションの管理の適正化の推進に関する法律施行規則（平成 13 年国土交通省令第 110 

号）第 102 条に規定する図書をいう。 

(10)長期修繕計画 マンションの共用部分に係る経年劣化等に対応するための長期にわたる修繕の計画

及びその実施にかかる経費の積算並びにその資金計画をいう。 

（適用範囲） 

第 3 条 この要綱は、市内に存するマンションについて適用する。 

（管理状況の届出） 

第 4 条 マンション管理適正化法第 56 条第 1 項に規定する人の居住の用に供する独立部分を 6 以上有

するマンションの代表者等は、5 年以内毎にマンションの管理状況等に関する事項（別表）について、神

戸市マンション管理状況届出書（様式第１号）により、市長に届け出るものとする。 

2 代表者等は前項で届け出た内容を変更する場合は、その旨を神戸市マンション管理状況届出書（様式

第１号）により市長に届け出るものとする。 



 

3 市は、代表者等に対し、前各項に規定する届出の内容を確認するために必要な書類の提出、閲覧等を

求めることができる。 

4 市は、マンションの管理状況について、適正な管理を促進するために必要があると認めるときは、当

該代表者等に対し、管理状況等に関する報告を求めることができる。 

5 第 1 項、第 2 項の規定による届出は、管理組合の集会又は理事会での決議を経たうえで行うものとす

る。ただし、管理組合が存在しない場合は区分所有者の過半数の同意を得たうえで行うものとする。 

（情報開示） 

第５条 代表者等は、前条第１項、第 2 項の規定による届出の際に、届出項目等が、市により公衆の閲覧

に供すること（以下；「開示」という）に対する意思について、次の各号のいずれかを申告するものとす

る。 

(1) 届出項目・所在地・マンション名の情報開示を希望する 

(2) 所在地・マンション名のみ情報開示を希望する 

(3) 情報開示を希望しない 

２ 第 1 項第 1 号の申告をした代表者等は、１年以内に１度、届出項目等についての確認を行い、変更

内容を前条第２項により市長に届け出るものとする。 

３ 市は、第 1 項第 1 号、第 2 号の申告があった場合、届出のあった日の属する月の翌月から 5 年間神

戸市ホームページへの掲載等により情報を開示する。 

 

（市の役割） 

第 6 条 市は、届出を行った代表者等に対し、マンションの適正な管理の推進のため、管理状況に応じ

た助言、支援を行うものとする。 

2 市は、届出された情報について、台帳の整備等、正確な情報を把握するため必要な措置を講ずるよう

努めるとともに、必要な施策の検討を行うものとする。 

（事務の委託） 

第 7 条 市は、本要綱に係る事務の一部を市の外郭団体等に委託することができる。 

（その他） 

第 8 条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項は、建築住宅局長が別に定め

る。 

 

附 則 

この要綱は、令和 3 年２月 1 日から施行する 

 

附 則 

この要綱は、令和 4 年４月 1 日から施行する。ただし、第 5 条の改正規定は令和 4 年 3 月 1 日から施行

する。 

 

附則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 



 

【別表】（第 4 条関係） 

マンションの概要 

マンション名、所在地、管理組合名、管理組合の形態、戸数、階数、構造、竣工年月、土地の権

利、併設用途、管理形態 

適正な維持管理に関する事項 

管理組合の有無、管理者等の有無、管理規約の有無、区分所有者名簿の有無、居住者名簿の有

無、空き住戸の割合、賃貸化住戸の割合、総会開催の状況、管理費の徴収、修繕積立金の徴収、

滞納に対するルールの有無、修繕積立金の収納率、財務状況書類の整備、金融機関からの借入

の有無、大規模な修繕工事の実績・予定、修繕履歴の管理、長期修繕計画の有無等、耐震性能、

設計図書の有無、法定点検の実施 

危機管理に関する事項 

防災マニュアルの有無、防災用品の備蓄、防災訓練の定期的実施、浸水対策 

その他の事項 

コミュニティ活動、環境に配慮した取組等 

 

 


